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【写真】加藤勝信厚生労働大臣（右）と竹下義樹日盲連会長（左）の対談風景。 
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加藤
か と う

勝信
かつのぶ

厚生労働大臣にご多忙の中、お時間を割い

ていただき今年の１月に新春対談が実現致しました。

竹下
たけした

義樹
よ し き

日本盲人会連合会長が障害者施策等について

お話を伺いました。 

「意思疎通支援」における「代筆・代読」について 

 竹下日盲連会長（以下、竹下）：日頃、視覚障害者

の福祉の充実にご尽力いただき、ありがとうございま

す。今日は、インタビューの機会をいただいたことに

御礼申し上げます。若干のお時間、宜しくお願い致し

ます。最初に、「意思疎通支援」における「代筆・代

読」は、視覚障害者の生活の質の向上、また社会参加

には欠かせないものとなっております。厚生労働省と

しての今後の取り組みについてお考えをお聞かせくだ

さい。 

 加藤厚労大臣（以下、大臣）：視覚障害のある方に

とってのコミュニケーションをどう図っていくかとい

う大変重要な課題であり、そういった意味で、代筆代

読はコミュニケーションを支援するための重要な手段

であると思っています。現在、地域生活支援事業の中
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の意思疎通支援事業として、市町村が実施できること

にはなっております。しかし、実態を見ると、代筆代

読の支援方法、また、支援者養成の仕組みというもの

が十分確立されていないということで、各市町村にお

いては代筆代読の提供に積極的に取り組みづらい状況

もあるのではないかと考えています。実際、整備状況

等も決して高くないというのが現状であると認識して

います。代筆代読の支援事業をしっかり確立していく

た め に 、 ど う や っ て い く の か 、 日 本 盲 人 会 連 合 はじ

め、視覚障害関係団体からもお話を聞き、実態をしっ

かり把握して、必要な対応を検討させていただきたい

と思っております。 

「視覚障害認定基準の障害等級」について 

 竹下：「身体障害者福祉法」における「視覚障害認

定基準の障害等級」について、これまでは視力の等級

基準が「両眼の視力の和」により認定されておりまし

た。昨年、厚生労働省におきまして「よい方の眼」を

基準に認定するという議論がなされております。ぜひ

議論された方向性を望みますが、大臣のお考えをお聞
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かせください。 

 大臣：日本眼科学会や日本眼科医会から、現行の認

定基準である「両眼の視力の和」という形は、医学的

に意味が無い、国際的にも用いられていない基準であ

って、良い方の眼の視力を認定基準にするべきだとい

う指摘を受けておりました。これを受け、厚生労働省

では、この基準の見直しについて、専門性、客観性を

確保するため、竹下会長にもご参加いただきました有

識者検討会において、医学的な専門的な立場から、ま

た当事者団体からのヒアリングなどを踏まえ検討を行

っ て い た だ き ま し た 。 そ し て 、 昨 年 末 、 こ れ ま での

「両眼の視力の和」から「良い方の眼の視力」をベー

スに視力障害の有無や程度を判定する等の見直しを行

うことが適当という報告書がまとめられました。この

見直しは皆様方のご要望に沿ったものだと認識をして

おります。今後、パブリックコメントなど必要な手続

を経た上で、この認定基準の見直しをしていくという

ことになります。円滑に施行ができるよう、当事者の

方々、医療機関、自治体にも十分に周知を図っていき

たいと思っております。 
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【写真】新年の挨拶を収録する竹下義樹会長 

視覚障害者の特性に配慮した就労支援について 

 竹下：「障害者雇用促

進法」における「障害者

法定雇用率」が来年度よ

り２．２％に引き上げら

れ、実雇用人数も伸びて

きています。しかし、ハ

ローワークにおける職業

紹介・就職状況の統計に

よると、残念ながら視覚

障害者の就職状況は停滞している現状にあります。この

点を改善するためにも、視覚障害者の特性に配慮した支

援を行うことにより、一般就労が促進されるような仕組

みづくりについて、大臣のお考えをお聞かせください。 

 大臣：障害のある方々の雇用の促進には、これまで

も努めてきておるところでありますが、促進にあたっ

ては、障害の状況によった特性というものに応じた対

応 を 図 っ て い く 必 要 が あ る と 考 え て お り ま す 。 例え

ば、ハローワークにおいて、視覚障害に特化したマニ

ュアルや事例集等を企業に周知する。また、独立行政
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法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が、視覚障害者

の作業を容易にするため、拡大読書器や画面読み上げ

ソフトなどの機器を無料で貸し出す事で、視覚障害が

ある方がその資格や能力を活かせる職種に就職できる

よ う 、 支 援 を 進 め て き て い る と こ ろ で す 。 さ ら に現

在、同機構において、視覚障害者の雇用の実状、およ

びモデル事例の把握に関する調査研究を実施していた

だいており、これらを踏まえて就職に向けた関係機関

の連携、あるいは、中途視覚障害者の雇用継続支援と

いったモデル的な好事例の収集等、行っていきたいと

思っております。いずれにしても、こうした研究成果

も含め、視覚障害者の雇用の促進をしっかり図ってい

きたいと思います。視覚障害者の方の職業紹介状況、

件数は減少していますが、これは、視覚障害者の人数

自体が減少しているということも挙げられており、就

職率そのものは上昇傾向にあるのではないかと思って

い ま す 。 い ず れ に し て も 、 今 、 申 し 上 げ た よ う な形

で、より就労促進が図っていけるように、あるいは、

就労を継続していただけるように、我々もしっかりと

支援をしていきたいと思います。 

6



7 
 

 

平成３０年 ４月２５日            愛 盲 時 報             第２５８号 

7 
 

無資格類似業者の問題及び受領委任制度について 

 竹下：視覚障害者の職業は、これまであん摩マッサ

ージ指圧・はり・きゅうが中心となっておりました。

今後も続いていくと考えられることにより、この分野

で の 視 覚 障 害 者 の 職 業 的 自 立 の た め の 対 策 が 必 要で

す。特に無資格類似業者の問題、保険取扱い拡大にお

ける受領委任制度の早期実現、またこの制度における

視覚障害施術者の取扱いへの配慮について、大臣のお

考えをお聞かせ下さい。 

 大臣：あん摩マッサージ指圧師については、昔から

視覚障害者にとって重要な職業と位置づけております

し、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に

関する法律の第１９条において視覚障害施術者の取り

扱いへの配慮として、その職域の優先確保を図るとさ

れています。引き続き、法律に基づいて、職域の優先

確保を図っていくことが、まずは重要だと思っており

ます。そういった意味からも、資格を持たないにもか

かわらずマッサージ等を行っている、いわゆる無資格

類似業者については、都道府県等に対して指導等を行

うよう要請をしています。また、今後、広告について
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のガイドライン作成などの対策なども実施をしていき

たいと考えております。さらに、いわゆる、あん摩マ

ッサージ、はり、きゅうの療養費については、不正対

策とあわせて、受領委任制度による指導監督の仕組み

を導入すべきという報告書が去年の３月に専門委員会

から出されたところであり、平成３０年度中に実施で

きるよう、専門委員会での議論を進めております。 

同行援護の報酬単価見直しについて 

 竹下：同行援護について、これまで、身体介護を、

伴う・伴わないという枠がありました。これが実態に

合わないということで、その類型を一本化して、視覚

障害者の介助に見合った報酬単価を設定してほしいと

お 願 い し て き ま し た 。 ぜ ひ 来 年 度 の 実 現 を 要 望 しま

す。更に、重度視覚障害の重複障害者が同行援護を受

ける際の加算も含めた十分な体制を整備していただき

たい。大臣のお考えをお聞かせください。 

 大臣：視覚障害の方が安心して外出できる環境は活

動していくための基盤であり、同行援護は、大変大事

なサービスだと思っております。今お話しがありまし
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たように、平成３０年度の障害福祉サービス等報酬改

定、これは、具体的にはこれから見直しをしていく、

議論をしていくわけでありますが、その方向性として

は、まず、視覚障害者の移動を支援する際には、これ

まで身体介護を伴う場合と、伴わない場合と２つに区

分けをしていましたが、これを一本化していくという

こと。それから盲ろう者通訳介助員が支援を行った場

合とか、障害支援区分が一定以上の方を支援した場合

には加算をしていくといった方向で見直しを検討して

いきたいと思っております。 

駅ホームの安全対策及び歩行訓練士による訓練制度の

拡大について 

 竹下：駅ホームにおける安心安全対策ということで

は、ホームドアの設置、乗務員や駅員、他の利用客か

らの声かけが非常に重要となっています。これらに加

えて、視覚障害者自身も歩行能力を高めることも重要

と考えています。視覚障害者の歩行能力向上のため、

歩行訓練士によるさらなる訓練制度の拡大について、

大臣のお考えをお聞かせください。 
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【写真】対談終了後、加藤勝信厚労大臣（右）と竹下義

樹日盲連会長（左）の記念撮影。 

 大臣：私の地元

は 岡 山 な の で す

が、実は、岡山は

点字ブロックがス

タートした所でも

あります。今お話

し が あ っ た よ う

に、駅のホーム等

からの転落防止の

ための整備を、ハ

ー ド 面 か ら し っ か り 図 っ て い く 必 要 が あ る と 思 いま

す。また、近くで見ている乗客の方が、危なそうだっ

たら声かけをする、手助けをする、そういった社会に

していくことは、共生社会の実現という意味において

も非常に大事なことだと思います。その上で、歩行訓

練の機会をどう確保し、また、視覚障害者の方の歩行

能力をどう向上させていくのかというご視点からのお

話しだと思います。現在、視覚障害のある方に対する

歩行訓練は、看護職員を必置とする機能訓練として実

施されており、かなり使い勝手が悪いという声もお聞
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平成 30 年度予算が成立 
【厚労省予算 障害保健福祉関係】 

き を し て お り ま す 。 平 成 ３ ０ 年 度 の 報 酬 改 定 に 向け

て、日盲連からのご要望もございますので、看護職員

の配置を要しない生活訓練としても実施できるよう、

検討しております。これにより、視覚障害のある方へ

の歩行訓練が、より行われやすくなっていくのではな

いかと思っております。また、歩行訓練士の養成につ

いても、現在実施している教育内容をいかに充実して

いくのかということについて、しっかりと取り組んで

いきたいと思っております。歩行訓練の充実、また、

歩行訓練士の方の養成とその質の向上を通じ、視覚障

害のある方が、より外出しやすい環境を作っていきた

いと思います。 

 

 

 

 

 平成３０年度予算が、成立した。一般会計の総額が９

７兆７１２８億円で、過去最大を更新。社会保障費は３

２兆９７３２億円と１７年度比４９９７億円増えた。厚

生労働省が公表している１８年度予算のうち、障害保健
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福祉部予算は、対前年度６．６％増の１兆８６４８億

円、うち障害福祉サービス関係費（自立支援給付費＋障

害児措置費・給付費＋地域生活支援事業費等補助金）は

対前年度９．１％増の１兆３８１０億円。 

身体障害関連の主な項目は次の通り。 

１ 障害福祉サービス等の確保、 

地域生活支援などの障害児・障害者支援の推進 

１兆８４１９億円 

１．障害福祉サービス等の確保、地域生活支援等 

（１）良質な障害福祉サービス、障害児支援の確保 

 ア．障害児・者に対する良質な障害福祉サービス、 

障害児支援の確保１兆３３１７億円 

（うち障害児支援関係２３２０億円） 

 イ．障害福祉サービス等報酬改定 

（改定率＋０．４７％、２０１５年度±０％） 

（２）地域生活支援事業等の拡充（一部新規） 

４９３億円 

（３）障害福祉サービス提供体制の整備 

（社会福祉施設等施設整備費）７２億円 

（４）障害児・者への良質かつ適切な医療の提供 

２４５２億円 

12



13 
 

 

平成３０年 ４月２５日            愛 盲 時 報             第２５８号 

13 
 

（５）特別児童扶養手当、特別障害者手当等 

１６３７億円 

（６）障害児・者虐待防止、権利擁護などに関する 

総合的な施策の推進 

 ア．障害者虐待防止の推進 

「地域生活支援事業等（４９３億円）」の内数 

 イ．障害児・者虐待防止・権利擁護に関する 

人材養成の推進１４００万円 

 ウ．成年後見制度の利用促進のための体制整備 

「地域生活支援事業等（４９３億円）」の内数 

（７）重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援 

１０億円 

（８）強度行動障害を有する者の支援を行う職員の 

育成「地域生活支援事業等（４９３億円）」の 

内数 

（９）医療的ケア児に対する支援（一部新規） 

１億８０００万円 

（10）共生社会の実現に向けた取組の推進 

 ア．『心のバリアフリー』を広める取組の推進 

「地域生活支援事業等（４９３億円）」の内数 
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 イ．障害福祉従事者等に対する共生社会の 

基本理念の普及啓発（新規）９００万円 

（11）主任相談支援専門員（仮称）の養成等 

（新規）１４００万円 

（12）重度訪問介護利用者の大学等の就学支援 

（新規）「地域生活支援事業等（４９３億 

円）」の内数 

（13）障害者施策に関する調査・研究の推進４億円 

２．障害児・者の自立及び社会参加の支援等 

（１）芸術文化活動の支援の推進２億８０００万円、 

うち「地域生活支援事業等」７１００万円 

（４５００万円）ほか 

（２）障害者自立支援機器の開発の促進（一部新規） 

１億５０００万円 

（３）障害児・者の社会参加の促進２８億円 

（４）失語症者向け意思疎通支援者の養成（新規）

「地域生活支援事業等（４９３億円）」の内数 

２ 障害者に対する就労支援の推進１２億円 

（地域生活支援事業等計上分を一部除く） 

（１）工賃向上等のための取組の推進「地域生活支援 
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事業等（４９３億円）」のうち９０００万円 

（２）障害者就業・生活支援センター事業の推進 

「地域生活支援事業等（４９３億円）」のうち 

８億２０００万円 

（３）農福連携による障害者の就農促進「地域生活 

支援事業等（４９３億円）」のうち 

２億７０００万円 

（４）工賃等向上に向けた全国的支援体制の構築 

（新規）１２００万円 

３ 東日本大震災及び熊本地震からの復旧・復興への

支援２２億円 

（１）障害福祉サービス事業所等の災害復旧に対する 

支援（復興）５５００万円 

（２）障害福祉サービスの再構築支援（復興） 

２億１０００万円 

（３）帰還困難区域等での障害福祉制度の特別措置 

（復興）１５００万円 

（４）被災地心のケア支援体制の整備（一部復興） 

１９億円 
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 日盲連では、東京都の委託による「点訳・朗読奉仕

員指導者養成講習会」を実施しております。下記の要

領で実施いたしますので、お知り合いのボランティア

など関係する方々にご案内いただけますと幸いです。 

対 象 ：点訳、または朗読（音訳）の知識と経験があ

り、受講後、都内で活動できる方。 

期 間 ：平成３０年７月３日（火）～平成３１年２月 

１２日（火） 

点訳（全２０回）原則木曜日の１４時～１６時  
音訳（全２５回）原則火曜日の１４時～１６時 

定員：点訳３０人、朗読（音訳）２０人 

申込書請求：４月２５日～５月２５日（必着）に希望

コース名を明記した用紙と、住所・氏名を記入し９２

円切手を貼った返信用封筒を同封の上、下記まで郵送

ください。申込時に課題提出と来館による試験があり

ます。 

平成３０年度東京都

点訳・朗読奉仕員指導者養成講習会 
受講者募集

16
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シンポジウム 視覚障害者の生活訓練 

（歩行訓練）のあり方を考える 開催 

【写真】シンポジウムの会場の様子 

詳細は、日盲連ＷＥＢサイト（http://nichimou.org/）
をご覧ください。 
申込み・問い合わせ先： 

〒169-8664 東京都新宿区西早稲田2-18-2 
日本盲人会連合点字図書館講習会担当  
（電話03-3200-6160） 

 

 日 本 盲 人 会 連 合 主

催、シンポジウム「視

覚 障 害 者 の 生 活 訓 練

（歩行訓練）のあり方

を 考 え る ２ ０ １ ８ 」

が、３月４日、ＴＫＰ

神田駅前ビジネスセンターにおいて開催され、全国か

ら関係者ら約７０名が参加しました。日盲連は、厚生

労働省平成２９年度障害者総合福祉推進事業「視覚障

害者が日常生活を送る上で必要な支援に関する調査研
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【写真】歩行訓練の概要について 
わかりやすく解説される 
日本ライトハウス養成部 

松下昭司氏 

【写真】基調報告を行う名古屋市総合

リハビリテーションセンター 
田中雅之氏 

究」を受託し、平成２９年度事

業として視覚障害者が日常生活

を送る上で必要な支援である生

活訓練（歩行訓練）に関する全

国調査を実施。シンポジウムで

は 、 調 査 結 果 （ 中 間 報 告 ま と

め）を受けて、２つの論点「訓

練を受ける視覚障害者への効果

的な訓練体制のあり方」「視覚

障害者を訓練に効果的につなげる支援体制のあり方」

について登壇者の方々がそれぞれの立場から、現状と

課題、思いなどを語られまし

た。 

日盲連竹下義樹会長は、平

成３０年度施行の障害福祉サ

ービスの報酬改定で、生活訓

練でも視覚障害者への訓練が

行えるようになったことに触

れつつ、訓練を受け、質の高

い日常生活・社会生活が送れ

18
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る環境作りのために調査が活かされることを期待する

旨述べました。名古屋市総合リハビリテーションセン

ター視覚支援課長田中
た な か

雅之
まさゆき

氏は基調報告で、訓練の有

効性、機能訓練・非機能訓練の比較、訓練施設に繋げ

る情報提供等、支援のあり方について各施設の連携、

対応状況と課題、強化すべき点について分析・提言を

行いました。 

３月末、調査結果の報告書がまとめられ発行され

ました。報告書の内容は日盲連ＷＥＢサイト

（http://nichimou.org/）で、概要版及び全体版の

墨字（Ｗｏｒｄ版・ＰＤＦ版）を掲載しています。

点字版、デイジー版、テキスト版については完成次

第、掲載いたします。ぜひ、ご活用下さい。 

 
【写真】 

コーディネーター

成蹊大学理工学部 

大倉元宏教授 

【写真】パネリストの方々（左から順に、大分県盲人協会歩行訓練士

神屋郁子氏、理化学研究所多細胞システム形成研究センター研究員仲

泊聡氏、上小圏域障害者総合支援センター所長橋詰正氏、日盲連工藤

正一総合相談室長、国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚

障害学科主任教官谷映志氏） 
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◆◆ご寄付のお願いについて◆◆ 

 日本盲人会連合は視覚障害者自身の手で、＜自立と

社会参加＞を実現しようと組織された視覚障害者の全

国組織です。 

 １９４８年（昭和２３年）に全国の視覚障害者団体

（現在は、都道府県・政令指定都市６１団体が加盟）

で 結 成 さ れ 、 国 や 地 方 自 治 体 の 視 覚 障 害 者 政 策 の立

案・決定に際し、当事者のニーズを反映させるため、

陳情や要求運動を行っています。 

活動内容は多岐にわたりますが、そのために必要な

経費の確保は、厳しい財政の中困難を極めています。 

視覚障害者福祉の向上を目指し、組織的な活動を維

持していくため、皆様からの特段のご厚志を賜ります

よう、何とぞ宜しくお願い申し上げます。 

■ゆうちょ銀行 

 記号番号 ００１６０－５－５３６１０４ 

 加入者名 社会福祉法人日本盲人会連合 

■みずほ銀行 
 店名 高田馬場支店 

 預金種目 普通  口座番号 ２８６８１０１ 

 カナ氏名（受取人名）フク）ニホンモウジンカイレンゴウ 

※領収証が必要な方、本連合が振り込み手数料を負担

する専用の振込用紙をご希望の方は、日本盲人会連合

までご連絡ください。（電話：03－3200－0011） 
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